
All Doshisha Research Model
ポストコロナの新しい社会に向けて何を提言し、何をなすべきか

働き方と科学技術研究センター長 藤本昌代（社会学部社会学科 教授）
於 明徳館 １F 2020年 7月 10日（金） 9:30～10:00

京都市の中小企業に対する新型コロナウイルスの影響：
全国調査データとの比較
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• 研究経緯
• 京都市の中小企業に対する調査結果
• 全国調査データとの比較
• まとめ
• 今後の研究予定

本日の報告
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 2020年4月2日開始 組織学会有志（藤本も参加）

による全国大企業への新型コロナウイルス調査
企画・実施

 新型コロナウイルス感染症への組織対応に関する緊急調査 : 第一報（2020年5月1日公開）
http://pubs.iir.hit-u.ac.jp/admin/ja/pdfs/show/2390

 新型コロナウイルス感染症への組織対応に関する緊急調査: 第二報（2020年5月11日公開）
http://pubs.iir.hit-u.ac.jp/admin/ja/pdfs/show/2391

 新型コロナウイルス感染症への組織対応に関する緊急調査: 第三報 （2020年5月27日公開）
http://pubs.iir.hit-u.ac.jp/admin/ja/pdfs/show/2393

研究経緯
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 2020年4月中旬開始
 「予期できないこと」が人々の不安を大きくさせる（過去の調査結果）

 京都市中小企業への新型コロナウイルスの影響の調査の企画

 「専門社会調査士」としてできること

 実施期間： 2020年4月27日～5月22日
 緊急事態宣言下でのオンラインアンケート調査

 京都市産業観光局クリエイティブ産業振興室、地方独立行政法人京都市産業技術研
究所、その他、同志社スポーツユニオン等々の協力

研究経緯
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 調査締め切り 2020年5月22日
 第一報 2020年5月31日

 非常に短期間で報告書を作成し、中小企業の人々に共有
 https://wksctech.doshisha.ac.jp/%E4%BA%AC%E9%83%BD%E5%B8%82%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%E7%B7%8A%E6%80%A5

%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%E3%83%BB%E7%AC%AC%E4%B8%80%E5%A0%B1%EF%BC%882020%E5%B9%B45%E6%9C%8831%E6%97%A5%E3%83%AA
%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9%EF%BC%89.pdf

 第二報 2020年6月30日

 京都市の中小企業の状況を分析した結果、および、全国の大企業調査の結
果との比較を報告書にまとめ、研究成果を発信

 https://wksctech.doshisha.ac.jp/%E4%BA%AC%E9%83%BD%E5%B8%82%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%E7%B7%8A%E6%80%A5
%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%E3%83%BB%E7%AC%AC%E4%BA%8C%E5%A0%B1%EF%BC%882020%E5%B9%B46%E6%9C%8830%E6%97%A5%E3%83%AA
%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9%EF%BC%89.pdf

京都市の中小企業に対する調査結果
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2020年7月5日（日） 9時 NHK「日曜討論」
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業種別比較

 卸・小売業の売り上げが厳しい
 製造業の受注はコロナ前で約30%の不足が3倍
 卸小売業の受注はコロナ前で約20%の不足が4倍

京都市の中小企業への新型コロナウイルスの影響調査の分析結果
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業種別比較
 従業員から経営者に相談される不安
[会社維持への不安] [減給への不安] [従業員自身の雇用への不安] [臨時体制への適応への不安] [従業員
は同業他社の状況情報の入手を希望] [就業への生活上の影響と就業の両立]）

 経営者自身の不安
[近日中必要な次の事業への出資][コロナの影響による余剰] [次年度の事業への影響] [固定費支払いの

負担の大きさ] [顧客との信頼関係] [サプライヤーとの信頼関係] [従業員との信頼関係][従業員のスキルの
低下][正規雇用の従業員の雇用維持][非正規雇用の従業員の雇用維持]

 製造業においてほとんどの項目において従業員の不安と経営者の不安は強い正の相関が見られる
（r=.330～.650，p < .001 df = n − 1）。

 卸・小売業、その他の業種においてもいくつかの項目で正の相関が見られるが、製造業のように多くの項
目間での相関は見られない（報告書末尾の附表1）。
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規模別比較

 企業規模が小さくなるほど売り上げへの影響が大きい
 個人自営業・10人未満の企業はコロナ前から受注が不足している所が
多い。

 コロナ後の受注不足は企業規模が大きくなるほど少ない
 10人未満の企業は業界情報、行政情報の不足が目立つ
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規模別比較

 中規模企業は最も就業形態を変えず、通常通りの勤
務形態を維持できていた

 中規模企業は交替制で、かつ、在宅勤務可の就業形
態ができていた

 小企業も通常通り就業している企業が一定数あるが、
交替制の際、自宅で業務遂行不可が多い
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従業員から経営者に相談される不安と経営者自身の不安の関係（詳細前述）

 1人～9人の企業にほとんどの項目において従業員の不安と経営者の不安は強い正
の相関が見られる（r=.316～.719，p < .001 df = n − 1）。

 10人～29人、30人～99人、100人～299人と規模が大きくなるほど、関連する項目が
減少し、100人以上の企業においてはほとんど相関する項目がない（報告書末尾の附
表2）。

規模別比較
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創業年別比較

 創業年が古い企業に大きな売り上げの減少が目立つ
 創業年が古い企業の受注はコロナ前から約30%が不足しており、コ
ロナ後は2.5倍に増加。ただし、創業年にかかわらず、どの企業もコ
ロナ後は約80%の不足

 材料は創業年の古い企業のみ不足は少ない
 創業年の新しい企業は行政の情報が不足
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創業年別比較

 創業年が新しい企業の約半数が通常通りの就業をしており、交替
制での就業でも在宅勤務で就業できる比率が高い

 創業年が古い企業は交替制で在宅の場合は就業が難しい企業が
多かった
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その他の傾向

 経営者は40代、50代のダメージが少なく、30代と高齢者層のダメー
ジが大きい

 従業員の女性比率が高い企業ほど売り上げに大きなダメージがあ
る
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その他の傾向

 従業員の女性比率が高い企業ほど、通常通りの就業が難しい状況
であった

 男性、女性に偏る職場より、男女比が混合の企業の方が在宅勤務
が可能であった企業比率が高い
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 共通点
 創業年が古い企業はダメージが大きい

全国の大企業調査の結果抜粋
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 相違点
 創業年が100年以上前の企業は、新しい企業と同

様、在宅勤務の移行の許可をしている所が多い
（戦後創業の企業が少ない）

全国の大企業調査の結果抜粋
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 京都市の中小企業の傾向
 京都市の中小企業の傾向は、卸・小売業、10人未満の小規模企業、老舗企業、女性比率の高い企業が厳しい状

況に置かれていることが明らかになった。

 全国大企業との比較
 京都市の中小企業の傾向は、大企業の傾向と比べて、(1)従業員の雇用調整を行っていない点、(2)創業年が古い

企業ほど売り上げにダメージを受けている点で共通していた。しかし、在宅勤務化は全国データでは創業年が古い
企業においても進んでいたが、京都市の中小企業の場合、在宅勤務化が難しい企業が多かった。

 含意
 小規模企業、創業年の古い企業の経営の厳しさ、情報から取り残されている状況、女性に支えられている小規模

企業の窮状など、中小企業の傾向がいくつも明らかになった。これまでの「常識が通用せず」、異なる行動規準が
求められたり、「予期できず」、不安が高まる時には、同業他社情報、業界情報、行政情報が強く求められ、特に、
京都市に期待された役割、公的機関の役割がますます重要になる。また、公的機関だけでなく、同業者組合等で
の自衛戦略や集団の紐帯を強化し、連帯するしくみを再考することが小規模企業として重要になる

まとめと含意
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今後の展望

 「職業としての経営者」へのインタビュー調査
 2020年7月開始 7月中に12社の経営者への調査を実施予定 現在6社済み
 学生の教育

「社会調査士資格」取得予定の学生たちに社会変動期の記録を経験させている

 従業員へのアンケート調査
 2020年10月～11月 従業員の方々へのアンケート調査の実施

 「働く人々」に及ぼす新型コロナウイルスの影響を多様な職業、組織（伝統産
業/ハイテク企業、老舗/新興、企業規模、業種、構成員の属性等々）から分析


